
 

 

 

 

 

さ い た ま 市 教 育 委 員 会 会 議 

 

（定  例  会） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年１２月１３日 開催 

 



 

教 育 委 員 会 会 議 

 

日時  令和５年１２月１３日（水）   
午後１時３０分                 

場所  教育委員会室 

＜ 次  第 ＞ 

 

１ 開  会 

 

２ 教育長の報告 

報告第２３号 さいたま市教職員の人事について 【非公開案件】 

報告第２４号 さいたま市教職員の人事について 【非公開案件】 

 

３ 議  事 

 

４ 閉   会 

 

議案第８５号 さいたま市教育振興基金条例の一部を改正する条例の制定について  

議案第８６号 令和６年度全国学力・学習状況調査について  



議案第８５号 
 
   さいたま市教育振興基金条例の一部を改正する条例の制定について 
 
 さいたま市教育振興基金条例の一部を改正する条例の制定を、別紙のとおり市長に申出する。 
 
  令和５年１２月１３日提出 
 

                             さいたま市教育委員会  

                                 教育長 竹居 秀子  

 



 

 

別紙 

   さいたま市教育振興基金条例の一部を改正する条例 

 さいたま市教育振興基金条例（平成１３年さいたま市条例第８６号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

(設置) 

第 1 条 さいたま市立学校教職員等海外派遣研修事

業及びさいたま市大学等進学「夢」支援事業に要

する費用に充てるため、さいたま市教育振興基金

(以下「基金」という。)を設置する。 

(設置) 

第 1 条 さいたま市立学校教職員等海外派遣研修事

業に要する費用に充てるため、さいたま市教育振

興基金(以下「基金」という。)を設置する。 

  

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



 

提案理由 
 

さいたま市大学等進学「夢」支援事業の実施に伴い、さいたま市教育振興基金条例

の一部を改正する条例の制定について市長に申し出するもの。 

なお、施行期日は、令和６年４月１日です。 



議案第８６号 
 
   令和６年度全国学力・学習状況調査について 
 
 令和６年度全国学力・学習状況調査について、別紙のとおり対応する。 
 
  令和５年１２月１３日提出 
 

                             さいたま市教育委員会  

                                 教育長 竹居 秀子  

 



 

別紙 
 

令和６年度全国学力・学習状況調査へのさいたま市の対応について 
 
Ⅰ 令和６年度全国学力・学習状況調査について 

１ 調査の目的 
  ○義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学力や

学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る。 
  ○学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。 
  ○そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する。 

 
２ 調査の構成 
（１）本体調査（悉皆調査） 
   対象学年の全児童生徒を対象とした調査 
（２）経年変化分析調査（抽出調査） 
（３）保護者に対する調査（抽出調査） 
   経年変化分析調査を受けた児童生徒の保護者を対象とした調査 
 
３ 本体調査（悉皆調査） 
（１）調査の対象 

小学校第６学年、義務教育学校前期課程第６学年、特別支援学校小学部第６学年の

全児童 
中学校第３学年、義務教育学校後期課程第３学年、中等教育学校前期課程第３学年、

特別支援学校中学部第３学年の全生徒 
（２）調査事項 
  ①児童生徒に対する調査 

ア 教科に関する調査（冊子を用いた筆記方式） 
小学校調査（国語、算数）、中学校調査（国語、数学） 

イ 質問紙調査（オンライン方式） 
児童質問紙調査、生徒質問紙調査 

②学校質問紙調査（オンライン方式） 
（３）調査実施日 

   令和６年４月１８日（木） 
     
４ 経年変化分析調査（抽出調査） 
 （１）調査の対象 
   文部科学省が調査対象として抽出した、小学校６年生及び中学校３年生 
   対象となる学校は、文部科学省で抽出の上、実施方法（冊子を用いた筆記方式/オン

ライン方式）及び実施する教科とともに指定 
 （２）調査内容 
   小学校調査：国語、算数のうち１教科 

中学校調査：国語、数学、英語のうち１教科 



 

（３）調査事項 
   児童生徒の学力の状況について、経年の変化を把握・分析し、国の教育施策の検証

に役立てるための調査 
 （４）調査の実施 
   令和６年５月１３日（月）～６月２８日（金）の期間のうち対象学校が実施可能な

日 
 

５ 保護者に対する調査（抽出調査） 
（１）調査の対象 

本体調査及び文部科学省が調査対象として抽出した、経年変化分析調査を受けた児

童生徒の保護者 
冊子を用いた筆記方式での実施校の保護者は、冊子を用いた筆記方式で、オンライ

ン方式での実施校の保護者は、オンライン方式（受託事業者の Web システム）で実施 
（２）調査事項 

家庭状況と児童生徒の学力等の関係について分析するために、本体調査及び経年変

化分析調査を受けた児童生徒の保護者を対象に、児童生徒の家庭における状況、保護

者の教育に関する考え方等に関する調査 
（３）調査の実施 

令和６年５月１３日（月）～６月２８日（金）の期間のうち対象学校が実施可能な

期間 
 
Ⅱ さいたま市の対応について 
 １ 本体調査 
  ○調査に参加する。 
 
 ２ 経年変化分析調査及び保護者に対する調査 
  〇調査に協力する。 



 

提案理由 

 

 文部科学省が実施する「令和６年度全国学力・学習状況調査」への、さ

いたま市の対応について、決定するものです。 
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議案第８７号 
 
   令和５年度さいたま市一般会計補正予算（教育費）について 
 
 令和５年度さいたま市一般会計補正予算（教育費）を、別紙のとおり市長に申出る。 
 
  令和５年１２月１３日提出 
 

                             さいたま市教育委員会  

                                 教育長 竹居 秀子  

別冊２



別　紙

令和５年度さいたま市一般会計補正予算（教育費）について

- 2 -



第１表

継　続　費　補　正

変　更 （単位　千円）

総 額 年度 年 割 額 総　 額 年度 年 割 額

５ 64,403 ５ 64,403

６ 3,155,770 ６ 3,971,020

７ 3,220,173 ７ 4,035,423

8,070,846

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後

10 教育費 2 小学校費
新設大和田地区
小学校整備事業

6,440,346
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補　正　予　算　説　明　書
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継　続　費　補　正　に　関　す　る　調　書

変　更 （単位　千円）

国県支出金 地方債 その他

補正前 64,403 0 64,400 0 3 64,403 64,403 1.0  

補正後 64,403 0 64,400 0 3 64,403 64,403 0.8  

補正前 3,155,770 353,998 2,187,000 60 614,712 3,155,770 49.0  

補正後 3,971,020 411,407 2,774,300 200 785,113 3,971,020 49.2  

補正前 3,220,173 840,225 1,946,800 60 433,088 3,220,173 50.0  

補正後 4,035,423 1,003,246 2,474,600 200 557,377 4,035,423 50.0  

補正前 6,440,346 1,194,223 4,198,200 120 1,047,803 64,403 64,403 6,375,943 100.0  

補正後 8,070,846 1,414,653 5,313,300 400 1,342,493 64,403 64,403 8,006,443 100.0  

10 教育費 2 小学校費
新設大和田地区
小学校整備事業

５

６

７

計

令 和 5 年
度末まで
の 支 出
予 定 額

令 和 6 年
度 以 降
支 出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

年度 年　割　額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

款 項 事 業 名

全 体 計 画

令 和 5 年
度 支 出
予 定 額

％

- 5 -



提案理由 
 

令和５年度さいたま市一般会計補正予算（教育費）は、新設大和田地区小学

校整備事業について、物価や労務費高騰の影響を受け、公共工事の積算基準に

よる単価が上昇し、また、実施設計において設計内容に変更が生じ、工事費が

増加したことにより、継続費予算の不足が見込まれることから、継続費の変更

について、市長に申出するものです。 

- 6 -



令和５年度12月補正予算（追加提出）

事務事業概要
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名 補正額

局/部/課

款/項/目

＜事業の目的・内容＞

＜補正の目的・内容＞

＜主な事業＞

１ ［参考］

　事業スケジュール

・ 令和6年7月 工事着手

・ 令和8年3月 工事完了

新設大和田地区小学校建設工事

　大和田特定土地区画整理事業の進捗に合わせ、新設小
学校の建設工事（建築・電気設備・機械設備）を行いま
す。

小学校新設校建設事業 継続費の変更
教育委員会事務局/管理部/学校施設整備課

10款 教育費/2項 小学校費/4目 学校建設費

　学校規模の適正化を図り、良好な教育環境を整備するため、新設校の建設
を行います。

　物価や労務費高騰の影響を受け、公共工事の積算基準による単価が上昇
し、また、実施設計において設計内容に変更が生じ、工事費が増加したた
め、継続費の変更を行うものです。

＜継続費の変更＞

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
補正前 64,403 0 64,400 0 3
補正後 64,403 0 64,400 0 3
補正前 3,155,770 353,998 2,187,000 60 614,712
補正後 3,971,020 411,407 2,774,300 200 785,113
補正前 3,220,173 840,225 1,946,800 60 433,088
補正後 4,035,423 1,003,246 2,474,600 200 557,377
補正前 6,440,346 1,194,223 4,198,200 120 1,047,803
補正後 8,070,846 1,414,653 5,313,300 400 1,342,493

事 業 名 年 度 年 割 額
財 源 内 訳

新 設 大 和 田 地 区
小 学 校 整 備 事 業

５

６

７

計
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